


　先般のG8ドイツ・サミットの主要議題が地球温暖化問題であったこ

とは記憶に新しいところです。来年（2008年）から京都議定書の約束期

間が始まりますが、その目標達成に向けて国、自治体、市民、企業がそ

れぞれの役割を果たすべく大変な努力をしているさ中、国際政治の舞

台では京都議定書以後（2013年〜）の国際枠組み構築に向けてのせめ

ぎ合いが既に始まっているようです。

　日本のエネルギー利用効率は世界のトップレベルにあると言われ

ています。国の“省エネ度”を表す指標はいろいろあると思われますが、

単位GDPあたりのCO2排出量で比べると、米国は日本の2倍、中国は

11倍、ロシアが19倍だそうです（ともに2004年）。日本の省エネ推進の

背景に1970年代に始まったオイルショックがあることは周知のとおり

で、そういう意味で日本は随分早期から省エネの努力をして来たとい

えます。

　ポスト京都議定書の国際枠組みが明確になるにはもう少し時間を要

するのでしょうが、いずれにしても、地球温暖化問題において日本が

省エネ先進国として主導すべき役割は大きなものがあるように思われ

ます。また、我々産業界は引き続き地球温暖化問題に正面から取り組

み、高度省エネ社会実現の担い手として努力をしなければなりません。

　日本軽金属グループは『環境に優しい素材：アルミニウム』を核に広

範な事業を展開しておりますが、早期にグループの経営方針に環境

への取り組みを重要課題として掲げ環境問題に取り組んでまいりまし

た。経団連の『環境自主行動計画』には日本アルミニウム協会を通して

当初から参加しております。また、5年ほど前からはグループをあげて

環境マネジメントシステムISO14001の認証取得に取り組み、既に『全

生産拠点での取得』の目標をほぼ達成（現時点30サイト取得完了）して

おります。さらに、昨年から「日本軽金属グリーン調達ガイドライン」を

設定し、お取引先各位のご協力のもと更なる環境経営に努めておりま

す。日本軽金属グループは今後とも、環境マネジメントシステムに則る

PDCAサイクルの継続的改善を軸に質の高い環境経営を目指してまい

ります。

　本冊子は当社にとって5回目の環境報告書になります。昨年よりも2

つの拠点をドメインに加えグループのほぼ全ての生産拠点を対象範囲

としており、昨年よりもグループ環境報告書としての性格をなお一層

強いものにしております。

　日本軽金属グループの環境重視の姿勢をご理解いただきますととも

に、皆様方からのご意見とご指導を賜りますようお願い申し上げます。

2007年8月

代表取締役社長

ごあいさつ

※2004年度より、報告書対象範囲に、新日軽株式会社、東洋アルミニウム株式会社、日本フルハーフ株式会社、日軽物流株式会社の4社、2005年度より、株式会社エヌ・エル・エム・エカル、アルミニウム
線材株式会社、日本電極株式会社、日軽形材株式会社の4社、2006年度より、理研軽金属工業株式会社、松尾工業株式会社の2社、さらに2007年度より、日軽産業株式会社が加わりました。
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報告書の対象範囲
対象期間：本報告書のデータ集計期間は2006年4月〜2007年3月です。　※一部、これ以前のデータおよび以後のデータを含みます。
記載項目：本報告書は、環境省作成「環境報告書ガイドライン（2003年度版）」および「GRI（Global Reporting Initiative）ガイドライン（2002）」を参考にし、作成しています。
本報告書について

環境マネジメントシステム
■ 環境マネジメントシステム組織体制

■ ISO14001認証取得状況

■ TOPICS　ISO14001に関する取り組み

■ 環境教育

■ 法規制・その他の遵守事項

■ 環境リスク管理

■ 事故・緊急対応
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環境保全への取り組み
■ 環境パフォーマンス向上を目指して
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■ 環境会計

■ グリーン調達

■ TOPICS　環境にやさしい製品開発の取り組み 

■ TOPICS　環境保全に向けた取り組み

　
社会貢献活動
■ 社会貢献活動
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地球環境にやさしい素材アルミニウム
■ 製造過程から再生まで

■ 循環型社会に貢献するアルミニウム

■ アルミニウムの特性を活かした製品づくり

■ 各サイトと主な生産品目
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北海道苫小牧市晴海町43-3

千葉県船橋市習志野4-12-2

静岡県静岡市清水区蒲原161

静岡県静岡市清水区三保4025-1

愛知県額田郡幸田町大字菱池字六十石1-3

愛知県稲沢市小池1-11-1

三重県伊賀市佐那具町1736

静岡県静岡市清水区蒲原1-34-1

東京都品川区東品川2-2-20

新潟県新潟市北区太郎代1572-19

静岡県静岡市清水区蒲原5617

大阪府貝塚市二色北町1-11

滋賀県東浅井郡虎姫町酢500

山口県下関市木屋川2-1-2

東京都江東区南砂2-7-5（鴻池ビル）

大阪府大阪市中央区久太郎町3-6-8（御堂筋ダイワビル）

神奈川県厚木市上依知上ノ原3034

東京都中央区京橋2-10-2（第二ぬ利彦ビル）

静岡県富士市中里字水門前2626-24

岡山県高梁市落合町阿部2100

静岡県静岡市清水区蒲原5443

静岡県静岡市清水区蒲原5600

静岡県静岡市駿河区曲金3-2-1

長野県上田市下之郷813-1

静岡県静岡市清水区松原町5-12

会社基本方針
日本軽金属グループ

「地球温暖化ガス削減自主行動計画」
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14 新日軽（株）北陸製造所／船橋製造所

15 東洋アルミニウム（株）群馬製造所／日野工場／
　  八尾製造所／新庄製造所

16 日本フルハーフ（株）／フルハーフ岡山（株）

17 日軽物流（株）

18 （株）エヌ・エル・エム・エカル
　  富士工場／蒲原工場

19 アルミニウム線材（株）

20 日本電極（株）

21 日軽形材（株）

22 理研軽金属工業（株）

23 松尾工業（株）　本社工場／奈良本工場

24 日軽産業（株）　工事・商事本部／心線本部蒲原工場

25 東海アルミ箔（株）※　茅ヶ崎工場／矢畑工場／蒲原工場

（年度）

〈製造所〉
複数の工場が集まったサイト

01 日本軽金属（株）苫小牧製造所

02 日本軽金属（株）船橋工場

03 日本軽金属（株）蒲原製造所

04 日本軽金属（株）清水工場

05 日本軽金属（株）幸田工場

06 日本軽金属（株）名古屋工場

07 日本軽金属（株）三重工場

08 日本軽金属（株）グループ技術センター

09 日軽新潟（株）（日軽金アクト（株）新潟工場）

10 日軽蒲原（株）（日軽金アクト（株）蒲原工場）

11 （株）エヌティーシー（日軽金アクト（株）大阪工場）

12 日軽パネルシステム（株）滋賀工場

13 日軽パネルシステム（株）下関工場

各サイト環境管理委員会本社
サイト1

サイト2

〈工場〉
工場単体のサイト

〈関係会社〉
関係会社のサイト

〈研究所〉
研究所単体のサイト

日本軽金属
環境組織
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※印は本報告書の報告対象外の事業所です。

この指針に基づき、環境基本方針・行動指針を定め、広く社会に貢献していきます。

環境基本方針

地球環境問題への取り組みは企業活動において必須の課題であることを認識し、
関係法令の遵守はもとより、自主的かつ積極的に行動する。

日本軽金属グループは、グループの経営方針の中で、環境問題への取り組みを重要課題として掲げています。

日本軽金属グループ
「地球温暖化ガス削減自主行動計画」

地球温暖化ガスの排出量売上高原単位を
2010年までに1990年比10％削減する

日本軽金属グループ『地球温暖化ガス削減自主行動計画』
※地球温暖化ガス排出量は本報告書対象範囲データを連結対象範囲に置き換えた数
値を、また売上高は連結売上高を用いて、排出量売上高原単位を算出しています。
一部事業所の地球温暖化ガス排出量基準変更のため、昨年報（2006環境報告書）の
1997年データを修正しています。

環境マネジメントシステム組織体制

　当社の環境経営に関する基本的な活動方針は、役員及び事業
部長、関係会社社長で構成される「環境委員会」で審議・決定さ
れます。この傘下に、各サイトの「環境管理委員会」と2つの「環
境担当者会議（PDCA推進会議・グループ環境連絡会）」が組織

会社基本方針

　環境問題は地域的な問題にとどまらず、地球環境さら
には人類の生存基盤にまで影響を与えかねないまでに拡
大化、深刻化しつつある。そうして、地球環境と共生する
社会、持続可能な循環型経済社会の構築に向けての取り
組みが、国、自治体、市民、そして企業に求められている。
そのような認識のもと、日本軽金属グループは、企業行動

の全域にわたり、積極的に環境との調和を目指す。
　このことは、当社の存立基盤である株主･取引先･従
業員･地域社会を守り、そして健全な事業活動へとつな
がる。
　さらに、環境に関する社会的な貢献活動を通じて、良識
ある企業市民として真に豊かな社会の実現に努力する。

1. 環境法令等の遵守
環境に関する法令等はこれを遵守する。

2.エネルギー利用の効率化とCO２排出量の抑制
製造プロセス・設備の効率化、生産効率向上、物流の合
理化等によりエネルギー効率の向上とCO2排出量の抑
制を目指す。

3. 省資源・３Rの促進
アルミニウムはもとより、扱う全ての資源の効率的活
用を追求し、3R（Reduce・Reuse・Recycle）の促進に
取り組む。

4. 環境影響を配慮した事業活動
生産施設の立地、新製品の開発等に関しては、事前に環
境への影響を科学的な方法により評価し、必要な対策を
実施する。また、通常の事業活動にあっては環境負荷の
低減に努める。

5. 環境に貢献する技術開発
アルミニウムの特性を活かした環境負荷の小さい製品、
環境負荷の小さいプロセス等の技術開発を積極的に行
い、得られた成果を社会に公開・提供し環境保全に役
立てる。

　日本軽金属グループは、グループの経営方針に謳って
いる環境への自主的・積極的な取り組みの推進のため、
『自主行動計画』を策定しています。大気、水質等多くの
環境項目のうち、包括的指標となり得るものとして、ま
た、2005年2月の京都議定書の発効という背景に因ん
で、地球温暖化ガス削減に焦点を絞った自主行動計画
にしました。
　グラフでもわかるように、変動がある中で長期的には
削減が進んでいます。これからも地球温暖化ガス排出量
原単位の低減促進を目指していきます。

行動指針

され、環境委員会の方向づけに沿った活動を展開しています。ま
た、「環境保全室」は、環境委員会の事務局的役割を果たしなが
ら、各サイトの環境管理委員会及び各環境担当者会議と連携し、
環境活動推進の全体的な運営を図っています。

■環境マネジメントシステム（EMS） ：Environmental Management System。環境方針を作成し、実施、達成、見直しかつ維持するための、組織の体制、計画、
活動、責任、慣行、手順、プロセスおよび資源を含むもの。

環境管理活動に
ついての監査を
毎年定期的に実施

環境委員会

 環境担当者会議
（PDCA推進会議）

サイト1の環境実務
担当者による会議体
（右記サイト参照）

会議体

［製造所・工場］

 環境担当者会議
（グループ環境連絡会）

サイト2＋他2社、計
14社の環境実務担
当者による会議体
（右記サイト参照）

［グループ］

経営会議

社　長

取締役会

監査室

監査役会

環境委員会での
決定事項を具体
化・推進

環境保全室

環境マネジメントシステム
日本軽金属では、継続的な環境活動を推進するために、
全社で環境マネジメントシステムを整備しています。
現在、グループ会社を含めた環境活動を推進しています。
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ISO14001に関する取り組み
ISO14001認証取得状況
　日本軽金属グループは、生産拠点及び研究開発拠点におけ
るISO14001認証取得を目指して、2002年2月より全社的な活
動を展開してきましたが、すでに大多数にあたる33サイト（国
内30、海外3）で同取得を達成することができました。引き続き、
これらサイトのPDCA（Plan-Do-Check-Action）サイクルの確実

事業所名 取得年月 サイト構成組織

■ ISO14001 
 ISO（国際標準化機構）で仕様を定めた、環境マネジメントシステムを構築させるために要求するための規格。
環境負荷を継続的に減らすシステムを構築した組織に認証を与える。

2003年　9月

2002年 11月

2003年 12月

2003年 10月

2001年　1月
2001年　3月
2001年　1月
2003年 12月
2004年　1月
2003年　5月
2003年 12月
2003年 11月
2005年　3月
2001年　8月
2002年 11月
2001年　8月
2004年　3月
2001年　1月
2003年　4月
2002年 11月
2004年　7月
2000年 10月
2004年　1月
2004年　7月
2005年　2月
2005年　5月
2005年　9月

2003年 12月
2004年　3月

2006年　9月
2007年　2月

苫小牧製造所

船橋工場

蒲原製造所

清水工場

幸田工場
名古屋工場
三重工場
グループ技術センター

滋賀工場
下関工場
北陸製造所
船橋製造所
群馬製造所
日野工場
八尾製造所
新庄製造所

（本社厚木工場）
フルハーフ岡山（株）

日本軽金属（株）

日軽新潟（株）
日軽蒲原（株）

（株）エヌティーシー

日軽パネルシステム（株）

新日軽（株）

東洋アルミニウム（株）

日本フルハーフ（株）

（株）エヌ・エル・エム・エカル
アルミニウム線材（株）
日本電極（株）
日軽形材（株）
理研軽金属工業（株）
松尾工業（株）

NIKKEI SIAM ALUMINIUM LIMITED ※

TOYAL AMERICA, Inc. ※

日軽産業（株）
心線本部蒲原工場
工事本部・商事本部

※印は本報告書の報告対象外の事業所です。

■サイト
環境マネジメントシステムを適用する対象範囲、
及びその単位。 

苫小牧製造所、日軽北海道（株）、日軽パネルシステム（株）苫小牧工場、
新日軽（株）苫小牧工場、
北海道日軽サッシ（株）、フルハーフ北海道（株）、
日本フルハーフ（株）設計部トレーラグループ、
日軽物流（株）北海道支店、（株）苫小牧車輌サービス
船橋工場
蒲原製造所、蒲原電解鋳造工場、蒲原ケミカル工場（三保、越谷、原町、坂出、
勇払分工場を含む）、蒲原電極箔工場、蒲原熱交製品工場、鍛造製品課、
蒲原 FC 課、富士川第一発電所、その他発電関連施設、（株）ニッカン、
日軽熱交（株）、（株）日軽テクノキャスト
清水工場、静岡興産（株）清水事業所、日軽産業（株）工事本部（清水工場駐在）、
日軽物流（株）清水支店、玉井商船（株）清水事務所、（株）志村商店清水事業所
幸田工場
名古屋工場
三重工場
グループ技術センター、蒲原電材センター
日軽新潟（株）（日軽金アクト（株）新潟工場）
日軽蒲原（株）（日軽金アクト（株）蒲原工場）、印刷ロール工場

（株）エヌティーシー（日軽金アクト（株）大阪工場）
滋賀工場

北陸製造所、素材高岡工場、小矢部工場、立野工場
船橋製造所、日本軽金属（株）船橋分析センター
群馬製造所
日野工場
八尾製造所
新庄製造所
本社、製造部及びフルハーフ産業（株）
フルハーフ岡山（株）
本社・富士工場、蒲原工場、営業部、大阪営業所
アルミニウム線材（株）
日本電極（株）
岡山工場、営業部
理研軽金属工業（株）
本社工場、奈良本工場

NIKKEI SIAM ALUMINIUM LIMITED
TOYAL AMERICA, Inc.

下関工場

心線本部蒲原工場
工事本部、商事本部静岡支店、三保事業所及び浜松営業所

な運用とともに、一部のISO14001未取得サイトの早期取得の
実現に向けて努力していきます。
　今後とも、日本軽金属グループはISO14001を基盤として、
自主的かつ積極的な地球環境保全活動を継続します。

2007年　6月東海アルミ箔（株）※ 茅ヶ崎工場、矢畑工場、蒲原工場

2006年 11月華日軽金（深圳）有限公司※ 華日軽金（深圳）有限公司

　日軽新潟（株）は2004年1月にISO14001を取得し、積極
的な環境保全活動を展開してきました。今回、当社の環境
保全・公害防止等の活動及び地域の環境保全の推進など、
活動の功績が認められて、2007年６月に新潟県環境保全
連合会から環境保全優良事業所表彰を受けました。
　日軽新潟では、万が一の環境事故が発生しないよう、日
常点検の実施や、異常排水や化学物質が敷地外へ流出し
ないような設備面の改善・設置等を行っています。また、
大気や水域、土壌等への排出が法律で定められた基準値
を超えないよう、さらに厳しい管理基準値を設け、定期的
な測定により監視を行っています。さらに地元地域の環境
保全に貢献できるように努力していきます。

新潟県環境保全優良事業所表彰
日軽新潟（株）

　日本軽金属（株）蒲原製造所（以下、製造所）は、当グルー
プ最大の製造拠点であり複数の事業体の工場から構成さ
れています。製造所を構成するそれらの工場は各々に排
水処理設備を有しており、自ら排水を無害化して排出しま
す。それらの排水系を製造所は統合的に管理する役割を
担っています。
　各工場の処理設備を経た排水は集合されて製造所から
排出されます。その集合排水を製造所が最終的にチェック
し、もし異常のあるときには遮断し貯留することによって、
外部への流出を防ぐ緊急対応のシステムを既に整備して
います。
　2006年度にはその緊急対応システムの完成度を上げる
べく、製造所と各工場は協力して、より上流側の集合前の各
工場排水系に監視計器を適宜設置し、それら監視機器デー
タを統合的に常時管理するパソコンネットワークシステムを
完成させました。
　このシステムにより、製造所と各工場は、効率良く排水
データを共有し、連携を強化することが出来ました。この
ことはより早期の小さな段階での異常発見と迅速な対応
につながると考えられます。

所内排水監視システムの強化
日本軽金属（株）蒲原製造所

　日本軽金属（株）清水工場は、2006年8月それまでの重
油燃焼式コジェネシステムを廃止し、電力分については購
入電力に切り換え、また蒸気発生源として、新たに都市ガ
ス燃焼式蒸気専用パッケージボイラーを導入しました。
　この施策により、年間約5万トン以上のCO2排出削減が
期待されます。また、SOx、NOxの排出についてもそれぞ
れ年間100トン余りの削減につながります。この他にも運
用面におけるメリットが確認されており、この度の燃料転
換は高く評価されています。
　なお、都市ガス燃焼による当ボイラーの設置に当たって
は、「ガス化推進事業」として、日本ガス協会から補助金を
いただいています。
　清水工場は2003年10月に ISO14001の認証を取得し、
積極的に環境改善活動を展開しています。この燃料転換も
同工場の環境マネジメントシステムに関する取り組みの成
果の一つです。

燃料転換によるCO2排出量の削減
日本軽金属（株）清水工場

排水監視機器 排水監視システム

表彰状

緊急遮断弁防液堤

ガスボイラー
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環境パフォーマンス向上を目指して
　近年の経済活動のグローバル化に伴い、地球温暖化やオゾ
ン層破壊などをはじめとする様々な環境問題が生じています。
私たち企業体は、これらの環境問題を真摯に受け止め、自らが
生産する製品、またその製造に伴う環境負荷を認識し、低減に
向けての具体的対策を推進していく社会的責任があると考え
ます。
　例えば、二酸化炭素の排出量や廃棄物の削減は、最重要課

題のひとつと言えるでしょう。
　地球環境との共生・共存は、現代の我々だけではなく次世
代の人々に豊かな暮らしを提供するために、欠かすことのでき
ない課題です。私たちは、今後も地球環境を担う一企業として、
環境パフォーマンス向上を目指すと同時に、より環境負荷の少
ないサービスや製品の提供を目指していく責任があると考えて
います。

　日本軽金属グループでは、各サイトの特性と従業員の業務
内容・習熟度に合わせた種々の環境保全教育を実施していま
す。多くのサイトでは、場内の環境保全教育に加えて、社外開
催の講習会に参加する、社外から講師を招いて講習会を開く
など、環境教育の拡大を精力的に行っています。
　また、日本軽金属グループでは、年2回、「製造所・工場環
境担当者会議（PDCA推進会議）」、「グループ環境担当者会議
（グループ環境連絡会）」を開催して、グループ内の各工場・事
業所間の交流及び情報
交換を行っています。
「継続とネットワーク」
をキーワードに、各社・
工場間の環境に関する
情報を共有化して、効
率の良い環境保全活動
を推進しています。

環境教育

　最近の社会の環境をめぐる目まぐるしい動きに迅速に対応して
いくためには、環境に関わる人材の育成が不可欠と考え、当グルー
プでは、環境公的資格の取得を積極的に奨励しています。スムー
ズな世代交代のため、若い世代の教育・育成に力を入れています。

　日本軽金属グループはグループの経営方針に「法令および
社会的規範を遵守し、公正かつ透明な事業活動を行う」ことを
明記し、その実践に取り組んでいます。環境関係では、環境保
全室を中心に環境法に関する新しい情報及び世間の法令違反
事例に関する情報を早期に入手し、直ちにグループ全サイトに
伝達・確認をすることにより、グループ全体の環境法遵守体
制の前倒しの整備に努めています。
　また、「コンプライアンス統括室」及び「内部統制推進室」は
当グループの社会的責任の明確化、法令遵守推進活動の効率
化、及び内部統制システムの整備に貢献しています。

法規制・その他の遵守事項

　日本軽金属グループは2006年度も環境に関わる訴訟・罰
金・科料を受けたことはありません。
　これからも当グループの全サイトは、徹底した情報の共有及
び点検・対策の水平展開により、環境関連事故の予防に努め
ていきます。

事故・緊急対応

　PCB特別措置法に基づき、日本軽金属グループはPCBを含
有する電気機器についてその管理を徹底しています。現在グ
ループ全体で202台の該当機器の保管を行政に届けており、
それらはすべて庫外への流出防止、土壌への浸透防止などの
対策を施し、適切に保管されています。
　最近、PCB廃棄物の処理事業等を行う日本環境安全事業
（株）（JESCO）での処理開始を受けて、日本軽金属グループ全て
のサイトで早期登録・調整割引制度への登録を既に完了しま
した。漸次JESCOにおいて処理していきます。

　日本軽金属グループは環境に関するリスク管理に常に注力
しています。現行の環境法で定められた特定施設をはじめ、
各施設・設備について、環境データが法規制基準をクリアし
ていることを常時確認しています。同時に異常事態を想定し
た対応手順を定め、グループ各サイト及び各職場に適した緊
急事態想定訓練およびその結果に対する見直しを定期的に
行っています。
　また、グループの複数のサイトに共通する環境リスク対策
については、日本軽金属グループ内での積極的な横展開を進
めて、確実に効果を上げています。
　今後もグループ内で積極的に情報を共有化し、ISO14001
システムのもと、より高効率の環境リスク管理を目指してい
きます。

環境リスク管理

地球環境との
共生・共存

オゾン層破壊
有害紫外線を吸収することに
より生命を保護する大切な役
割を果たしているオゾン層のフ
ロン（CFCs/HCFCs）による破
壊が問題となっています。代替
フロン（HFCs）あるいはノンフ
ロンへの早急な転換が課題と
なっています。資源の枯渇

使ってしまえば補うことができ
ない石油や石炭の問題、森林資
源の減少に伴う地球規模の環
境問題など、私たちがこれから
も持続的発展を続けていくた
めに解決が急がれています。

化学物質汚染
化学物質汚染は、身体への悪影
響ばかりではなく、野生生物の
絶滅危機などさまざまな問題
を引き起こしています。有害性
のある化学物質を取り扱う事
業者の、自主的な化学物質の管
理改善が課題とされています。

地球温暖化
近年、温室効果ガスの排出によ
る地球温暖化が急速に進行し
ています。なかでも、二酸化炭
素はもっとも大きく温暖化に影
響を与えており、今後、二酸化
炭素排出の低減対策は、各企
業の大きな課題となります。

廃棄物
大量廃棄を見直していくため
には、資源の効率的利用によっ
て、廃棄物等の発生そのもの
を抑制することが重要です。ま
た、発生不可避な廃棄物につい
ては、リサイクルなど、循環的
に資源を利用していくシステム
の構築も望まれています。水質汚染

湖沼や海域の水質を守り、また
富栄養化を防ぐには、排水に含
まれる汚染物質の濃度規制を
守るだけではなく、排出量その
ものを削減していく必要があり
ます。また水も貴重な資源であ
り、再利用が望まれています。

ポリ塩化ビフェニル（PCB）保管状況

■フロン：CFCs（クロロフルオロカーボン）／HCFCs（ハイドロクロロフルオロカーボン）一般にフロンと呼ばれるガス。いずれもオゾン層を破壊する塩素を含んでいる。
■代替フロン：HFCs（ハイドロフルオロカーボン）塩素を含まずオゾン層を破壊しないことから、代替フロンとして使用量が急増しているフロンガスの一種。■ PCB ：ポリ塩化ビフェニル化合物の総称。不燃性で絶縁性が高いが、環境汚染物質として注目され、昭和47年に製造中止となっている。

環境に関する教育 ［蒲原製造所］

消火訓練 ［蒲原製造所］ 油漏えい防止訓練 ［船橋工場］

消火器訓練 ［新日軽（株）北陸製造所］ 排水漏えい防止緊急訓練
［新日軽（株）北陸製造所］

資格名
77

取得者数（名）

108
38
36
4

48
5

30
92
77

18
8
3
0

環境関連公的資格の取得

大気
水質
騒音
振動

騒音・振動
ダイオキシン類

一般粉じん
産業廃棄物処理施設技術管理者
特別管理産業廃棄物管理責任者

熱＋電気
熱（旧）

電気（旧）
濃度関係

騒音・振動関係

公害防止管理者

エネルギー管理士

環境計量士
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環境保全への取り組み
日本軽金属グループは、省エネルギー、
省資源、廃棄物削減などを通して、
環境に与える負荷の低減に努めています。



OUTPUT

17.2PJ

電力

7.6PJ

燃料

原材料・副資材
水

OUTPUT

INPUT

排水
37.3Mt

水質保全

 P13

COD
125t

水質保全

 P13

再利用・減量分
27.3kt

環境負荷の全体像〈2006年度実施〉
アルミニウムのトータルな循環フローを確立し、環境負荷の低減に努めています。
今後も循環型社会の構築に貢献するため、エネルギーの節減、廃棄物の発生抑制と
資源の再生・再利用を推進します。

ボーキサイト
アルミサッシ
等建材製品

アルミ箔・パウ
ダー・ペースト等

各種バンボ
ディー・トレー
ラ・コンテナ等

アルミニウム
製プラントパッ
ケージ

アルミニウム荒引
線・軽金属製品

アルミニウム
及びアルミニウ
ム合金押出材

各種カーボン
製品等

各種アルミニウム
鋳造・鍛造製品

アルミニウム
建材製品

新日軽（株） 東洋アルミニウム（株）

日本フルハーフ（株） （株）エヌ・エル・エム・エカル

アルミニウム線材（株） 日軽形材（株）

日本電極（株） 松尾工業（株）　

理研軽金属工業（株）

加工製品

アルミ線・棒
及び溶接線・棒

日軽産業（株）【心線】

アルミナ

電解製錬工程

アルミニウム

二次合金地金

リサイクル
インゴット

ビレット

スラブ 圧延工程（コイル・板）

押出工程（押出形材）

鋳造工程（鋳・鍛造品）

■ PJ（ペタジュール） ：エネルギーを示す単位。（1PJ＝1,000TJ＝1015J）
■ kt＝1,000 t　Mt＝1,000,000 t
■インゴット：アルミニウム及びアルミニウム合金の地金のこと。
■ビレット：押出用鋳塊。主に円柱形に鋳造し、押出加工用に切断した塊の名称。押出機にかけて高温で押し出し、管、棒などの形材をつくる。
■スラブ ：圧延用鋳塊。大型の直方体の形状につくられた圧延用鋳塊の名称。加熱して高温度で板状に圧延する。

廃棄物削減
と再利用

 P13

廃棄物（埋立）
6.5kt

廃棄物削減と
再利用

 P13

地球温暖化ガス
1,215kt

省エネ・省資源

 P12

SOx
613t

大気保全

 P12

NOx
634t

大気保全

 P12

運送・倉庫管理等
日軽物流（株）

土木構造物及び
建設物の設計・
施工

日軽産業（株）【工事・商事】

運送・倉庫管理及び工事・商事部門

回収

鋳造工程10 11
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←PFC（CO2 換算後の値）
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■ PFC（パーフルオロカーボン）  
水素も塩素も全く含まないフッ素炭素化合物。アルミニウム電解の工程において不可避的
に発生します。
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※2003〜 2006年度の水色・紺色棒の点線より上の数値は、それぞれ対象範囲に加わった11社分を示します。
※一部事業所の廃棄物算出基準の変更のため、1998〜 2005年データを修正しました。
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■ COD 
化学的酸素要求量（Chemical Oxygen Demand）水中にある物質（主に有機物）が、酸化物質
によって酸化されるときに消費される酸素量のこと。

グラフデータ集計に際して： 2007環境報告書（本報告書）の対象範囲はP2に示すとおり
です。本報告書の範囲は当グループ初の2003環境報告書（2003年8月発行）よりも関係会
社11社が加わっています。従って一部のグラフを除き、2003環境報告書対象範囲相当は
■水色で、後に加わった関係会社11社分は■紺色で表示しました。

2003年度以降から加わった11社の合算■ エネルギー使用量

2003年度以降から加わった11社の合算■ SOxの排出量

2003年度以降から加わった11社の合算■ 地球温暖化ガス排出量

2003年度以降から加わった11社の合算■ NOxの排出量

■ 廃棄物及び副生成物の発生量と処理
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　関係会社11社を加えた2006年度のエネルギー使用量は、
24.8PJ（ペタジュール＝1015J）となり、2005年度の23.1PJと
比較して約7.4％増加となりました。■水色で表示しましたが、
2003環境報告書対象範囲相当では、2006年度のエネルギー使
用量は、18.8PJであり、前年度の17.1PJと比較して、約9.9％増
加しています。これは、一部事業所の生産増によるものです。重
油から都市ガスへの燃料転換・省エネ設備等の導入を行いまし
たが、結果的にエネルギー使用量は増えました。
　今後とも、日本軽金属グループは、各サイトによる生産の効率
化と一体の省エネ活動と、さらに高度の省エネ技術の展開を担
う『グループ生産技術委員会 省エネルギー活動推進部会』のグ
ループ横断的な省エネ活動との効果的な組み合わせにより、省
エネの成果に結びつけていきます。

省エネルギーと省資源

　2006年度地球温暖化ガス排出量は、1,215千tとなり、2005
年度1,183千tと比較して約2.7％増加しました。2003年度版
報告書対象範囲相当（■水色）では、2005年度の地球温暖化ガ
ス排出量891千tに対して、2006年度の同排出量は923千tで
あり、前年度と比較して約3.6％の増加となりました。これも生
産増によるものです。今後とも燃料転換と高効率化を推進し
地球温暖化ガス排出低減に努めます。
※各年度地球温暖化ガス排出量に用いた電力使用によるCO2排出換算係数は、そ
の前年度の確定値（電気事業連合会公表値）を使用して算出しています。

　SOx（硫黄酸化物）の排出量は、613tとなり、2005年度742tに
対して約17.4％の減少となりました。2003年度版報告書対象範
囲相当（■水色）では、546tとなり、2005年度650ｔに対して約
16.0％の減少となりました。これは主に一部事業所の設備更新
に伴う重油から都市ガスへの燃料転換によるものです。日本軽
金属グループは燃料の転換と燃料の高効率化によりSOxの低減
に努めます。

大気保全

　2006年度のNOx（窒素酸化物）の総排出量は、634tとなり、
2005年度の776tと比較して18.3％減少しました。2003年度
版報告書対象範囲相当（■水色）で比較すると、2005年度574t
に対して、2006年度は486tと15.3％の減少になりました。各
サイトのNOx排出は大気汚染防止法及び自治体の基準を十分
に下回るものです。NOx排出についても低減に努めます。

　折れ線グラフ（右軸）は総排水量を、棒グラフ（左軸）はCOD排
出量を示します。
　総排水量は2005年度41.8Mt（Mt ＝100万ｍ３）に対して、
2006年度は37.3Mtと減少しています。（　 紫色の折れ線は
2003年度版報告書対象範囲相当の総排水量を示します。）COD
排出量についても2005年度135tに対して125tと約7.4％の減
少となっています。（■水色の部分は2003年度版報告書対象
範囲相当のCOD排出量を示します。）
　日本軽金属グループの各サイトは、排水の定期測定等により、
排水にかかわる法・条例・協定の遵守の確認を常に行うとともに、
更なる排出量削減に向けてソフト・ハードの改善に努めていま
す。今後も水の有効利用及びCODの低減に努めます。

水質保全

　2006年度は33.8千t（再利用・減量分27.3千t、埋立量6.5千
t）の廃棄物及び副生成物が事業所外に出ました。2005年度の
41.3千t（再利用・減量分34.1千t、埋立量7.2千t）と比較して、
大幅に減少しています。また、発生した廃棄物の処理状況は、
再利用・減量分が約20％減少し、埋立量はほぼ横ばいでした。
　2003年度版報告書対象範囲相当では、2006年度発生量
17.0千t（再利用・減量分12.5千t、埋立量4.5千t；■紺色・■水色
の縦棒グラフの点線から下の部分）の廃棄物及び副生成物が
事業所外に出ました。2005年度21.5千t（再利用・減量分17.0
千t、埋立量4.5千t）に対して発生量は大幅に減少しました。内
容は再利用・減量分が減少し、埋立量はほぼ横ばいです。
　当社事業所の外に出る産業廃棄物については、専門の処理
業者と契約して委託処分を行い、かつ定期的に委託先の産業
廃棄物中間処理施設及び最終処分施設に対する現地調査を
行って適正な処理がなされていることを確認しています。今
後とも、発生量の低減と再利用の拡大を図っていきます。

廃棄物削減と再利用

エネルギー使用量 地球温暖化ガス排出量

SOxの排出量 NOxの排出量

COD排出量と総排水量

廃棄物及び副生成物の発生量と処理

ボーキサイト残渣の発生量の削減と再利用について

　ボーキサイト残渣（Bauxite Residue）は天然に産出するボーキサ
イトからアルミナ（Al2O3）分を抽出した残渣です。日本では陸上処
分の適地がないことから、当社はロンドン条約（廃棄物その他の物
の投棄による海洋汚染の防止に関する条約）及び関係法を遵守しな
がら、ボーキサイト残渣の海洋投入を行っています。
　ボーキサイト残渣は、ボーキサイト由来の酸化鉄や酸化珪素等
を主成分としており、不活性で且つ無害です。当社はボーキサイト
残渣の海洋投入の海洋環境影響評価について科学的な調査を他社
と共同で実施し、その結果海洋環境に与える影響は非常に小さい

とのデータを得ており、ロンドン条約科学者グループ会合において
も報告しています。
　しかしながら、廃棄物の削減の推進という流れの中で当社は従
来より、セメント原料への使用によるボーキサイト残渣再利用量の
増大等により、ボーキサイト残渣の削減に努めています。2006年
度は2000年度比12％の海洋投入量を削減しました。
　当社は、今後もロンドン条約および関係法に則り海洋環境影響
評価を継続しつつボーキサイト残渣の海洋投入量削減に努め、最
終的には2015年末までに海洋投入を完全に停止する方針です。
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環境保全への取り組み 環境保全への取り組み



主な取り組みの内容
大気汚染、水質汚濁、騒音振動防止施設等
省エネルギー対策施設、燃料転換等
回収再生設備、廃棄物処理施設等
環境 ISO維持、環境報告書発行、監視機器購入、環境教育、緑化等

投資額環境保全コストの分類 （2005年度）
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■ 2006年度環境会計結果
集計範囲：本環境報告書に記載されているサイト　期間：2006年4月〜2007年3月
対象：上記期間に検収された環境設備の投資額
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■ 2006年度PRTR届出物質排出量

環境にやさしい製品開発の取り組み

日本フルハーフ（株） 日本フルハーフ（株）

化学物質管理

PRTR

　日本軽金属グループの物流部門を担当している日軽物流（株）
は環境への取り組みとして、従来から行っている配車管理の合
理化に加え、種々の施策を取り入れ、CO2の削減に結びつけて
います。また、PM・NOx法については継続して対応し、安全管
理についても積極的に取り組んでいます。2006年度は、同年4
月施行の改正省エネ法に基づき、特定輸送事業者の指定を受け
ました。

物流における環境への取り組み

　日軽物流（株）では従来からのアイドリング時間削減活動に加
え、夏季における蓄冷式冷房装置の車載により車内冷房のため
のアイドリング時間短縮を図っています。また、2006年度はG
センサー付き車輌安全運転・運行管理システム（急発進・急ブ
レーキなど急のつく操作の防止に効果あり）と1988年に導入し
たGPS（Global Positioning System）を車輌の速度管理と併用
することによりさらに経済速度の運転に結びつけています。ま
た、乗務員の環境に対する意識を高めるため、環境に関する教
育・乗務員表彰制度を充実させて、実施しています。
　2006年度のCO2排出量は2005年度より若干増加しました
が、2000年度比では約13％減となっています。

物流における環境法の対応

乗務員の運転管理の向上

漏洩時の薬液処置訓練

　日軽物流（株）は事業に関係する法令・規則の遵守を徹底して
います。
　PM・NOx法については継続して対応しています。2006年度は、
同年4月に一部改正・施行された「改正省エネ法」の特定輸送事
業者指定に伴い、エネルギー使用量データの把握を行いました。
2007年6月には同法に基づく初の「エネルギー定期報告書」及び
「中長期計画書」を行政に提出しています。「中長期計画書」にあ
たっては日本軽金属（株）や新日軽（株）など主たる荷主との情報
交換を密に行い、実行性の高い計画書作成に努めています。

　日軽物流（株）では車輌積載能力の向上を図っています。2004
年3月の道路法・車両制限令の改正により、積載可能空間増大
型の車両を試験導入しました。新導入の2タイプの車輌は、従来
タイプに比べ積載空間容量は6〜8％増大しています。2005年
度に試験運行して積載率の向上を確認したこれら2種類の車輌
について、2006年度から徐々に導入を開始しています。

車輌の大型化

　日軽物流（株）は、化学物質を輸送する際に乗務員が携行す
るイエローカード、容器ラベルに応急処置方法を記載した容
器用イエローカードを引き続き使用しています。また、物流事
故の防止、および万が一の事故時の適切な対応力をつけるこ
とを目的に、タンクローリー漏えい薬液処置訓練、事故に伴う
被災者の救護訓練など緊急時対応訓練を定期的に実施してい
ます。さらに公道上の事故の際の通報体制も整備しています。

物流における安全管理

■ PM（Particulate Matter）：自動車から排出される粒子状物質。呼吸器疾患との関連が指摘されている。
■ GPS（Global Positioning System）：衛星を使った位置決定システム。利用者はGPS受信機により、位置を決定することができる。

空気呼吸器の装着訓練 気密型保護衣の装着訓練

　日本軽金属グループでは環境省の「環境会計ガイドライン
（2005年度版）」を参考に、2006年度の環境保全コストとして
環境関連投資額についてまとめました。
　2006年度の環境関連投資総額は20.3億円となりました。前
年度との比較では地球環境保全コストへの投資額が増加して

環境会計

　日本軽金属（株）は、お取引先各位のご協力のもと、グリーン調達を実施しており、その基準となる「日本軽金属グリー
ン調達ガイドライン」を設定しています。含有禁止物質としてはRoHS指令※1に規定されている6物質（鉛、水銀、カ
ドミウム、六価クロム、PBB（ポリ臭化ビフェニル）、PBDE（ポリ臭化ジフェニルエーテル））としました。また、細部では
JGPSSI※2発行の「ジョイント・インダストリー・ガイドライン（JIG）※3」を参考にしています。
　2006年6月より、原材料についての調達活動から始めました。今後とも、より環境負荷の少ない原材料・製品の調達に努
めます。

グリーン調達

※1　RoHS指令：Restriction of the use of certain Hazardous Substances in electrical and electronic equipment　
※2　JGPSSI：Japan Green Procurement Survey Standardization Initiative（グリーン調達調査共通化協議会）　
※3　ジョイント・インダストリー・ガイドライン（JIG）：Joint Industry Guide（電気・電子機器製品に関する含有化学物質情報開示）

グリーン調達ガイドライングリーン調達ガイドライン

改定番号及び
改定日 改定内容 項目番号

第1版
（2006.6.22）

新規制定 全部

単位：百万円

65%

2,027
（百万円）

29%

4%
2%

います。投資の一例では、排ガス処理施設の更新及び増強等
の大気施設への投資、省エネルギー対策施設、CO2削減対策
施設（燃料転換）、洗浄施設等の排水設備増強、排ガス規制対
応車輌への更新です。

　当社グループの2006年度の
PRTR対象物質は、25物質でし
た。
　報告対象物質は2005年度23
物質から2物質増加しました。な
お、2物質増えていますが、排出
量・移動量はほぼ横ばいとなっ
ています。
　PRTR対象物質については、
物質の回収による再利用・環境
負荷の少ない物質への切り換え
等により、排出移動量の削減も
継続的に行っていきます。

〔hr/月・1車平均〕
■ アイドリング時間 ■ 燃費

■ 燃料使用量 ■ CO2排出量

〔km/ℓ・1車平均〕

〔ℓ/月・1車平均〕 〔kg/月・1車平均〕

■特定第一種化学物質　単位：kg（ダイオキシン類はmg-TEQ）

　日本フルハーフ（株）では、積み荷の状況に応じてトレー
ラの軸数を変化させることのできるリフトアクスル・トレー
ラを開発しました。
　トレーラの2軸のアクスル（車軸）のうち、前側のアクスル
をリフトアップ（持ち上げる）できる機構にしました。2軸⇔
1軸を適宜使い分けることにより、当トレーラは燃費の向上
はもとより、高速道路通行料金区分も変わる等の経済効果
をもたらします。また、
タイヤやブレーキの磨
耗を低減させる効果も
あります。路面にもやさ
しいトレーラです。

空車または軽量貨物積載時の状態 通常積載時の状態

　日本フルハーフ（株）では、天然樹木の使用率を下げる
ため、床材やドアー材に使用されている木材を、植林材を
使用した加工集積材やアルミ形材への切り替えを進めて
います。
　2006年秋に発売された新型ウイングルーフ車では、天
然木のアピトン材から植林木のアカシア材への切り替え
を行いました。また、同時に軽量化を図ることにより、更
なる輸送効率の向上を達成しました。

アカシアラミネート床

ウイング車リアビュー

リフトアクスル・トレーラ ウイングルーフ車

リフトアクスル・トレーラ

※上記4グラフは年6,000km以上走行の車輌を対象にしています。

（Pollutant Release and Transfer Register　化学物質排出移動登録）
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二次合金の占める割合
（日本アルミニウム協会、日本アルミニウム合金協会資料より）

■ アルミニウム製品総需要量の推移と
　二次合金地金の占める割合

2006

445.7

41.7
％

58.3
％

「アルソーラーTM」を用いた太陽電池パネル

　同製造所は2003年4月にISO14001の認証を取得してい
ます。これからも循環型社会
形成に貢献すべくリデュー
ス・リユース・リサイクルの
３R推進の一環として資源の
有効利用を進めるなど、環境
改善に取り組んでいきます。 循環型社会に貢献するアルミニウム

　現在、日本のアルミニウム総需要量は400万tを超え、一人あ
たりの消費量も世界のトップクラスとなっています。
　アルミニウムの需要を支える特長のひとつに、「再生しやす
さ」があげられます。他の金属に比べると酸化しにくく、融点
が低いため、使用後のアルミニウム製品は、溶かして簡単に再
生することができます。品質的にも、もとの新地金とほとんど
変わらないものが製造できるため、非常に循環性の良い素材と
言えます。

　アルミ二次合金は、ボーキサイトからアルミニウムをつくる
「新地金」に比べ、再生に必要なエネルギーはわずか3％と、省
エネルギーに大きく貢献しています。特に近年は技術の向上が
めざましく、アルミニウム二次合金業によって生産される二次
合金地金は日本のアルミニウム総需要量の約40％を占めるま
でに至っています。資源であるボーキサイトや、新地金の製錬
時使用電力の節約にもつながることから、ますます二次合金の
拡大が期待されています。

［ボーキサイト］ 
アルミニウムの原
料となる赤褐色の
鉱石。

［アルミニウム］
アルミナをアルミ
ニウムと酸素に電
気分解。

製造過程から再生まで
　アルミニウムのリサイクル性の良さは、廃
棄・スクラップ化したアルミ製品を、再びアル
ミニウムに戻す事業があってこそ成立します。
日本軽金属グループは、このような循環型社
会の一員として、早くからリサイクル事業を
推進してきました。

［アルミナ］
ボーキサイトを苛
性ソーダ液で溶か
し、そこからアル
ミナ分を抽出。

［鋳造］
アルミニウムを溶
解・精製し、用途
に応じて他の金属
を配合。

［分別・回収］
使用済みのアルミ
製品を資源として
分別・回収。

［使用済み製品］
アルミ製品がそ
の製品寿命を終
える。

自動車部品 建材製品 光学・電子部品

自動車部品、建材製品や光学・電子部品などに製品化。

［アルミ製品］

再生しやすいアルミニウム

全体の約40％を占めるアルミ二次合金

　東洋アルミニウム（株）新庄製造所では、メタリック塗装用
顔料であるアルペーストTMを製造しています。同顔料製造で
は、原料であるアルミニウム粉（又は箔）の粉砕工程において、
空気を遮断するために炭化水素系溶剤であるミネラルスピ
リットを使用しています。
　この度、同製造所内にミネラルスピリットの再生用蒸留装
置を追加導入しました（2006年2月）。この再生装置により、
年間約１万ｋℓの同溶剤を再生・再利用することができるよ
うになりました。

ミネラルスピリット再生用蒸留装置の導入
東洋アルミニウム（株）新庄製造所

ミネラルスピリット再生用蒸留装置

　新日軽（株）船橋製造所はアルミニウム溶解炉の使用燃
料をA重油から都市ガスに転換しました（2006年8月）。こ
の燃料転換により、CO2を約6,000t/年削減できると見込
まれています。CO2削減効果の他にSOx、NOx、ばい塵の
低減が期待できる、炉の操業管理が容易になる等のメリッ
トもあります。夏季の千葉県に多発する光化学スモッグの
抑制にも多少ながら貢献できると思われます。
　当製造所には溶解炉の他にもいくつかの炉及びボイラー
がありますが、これらの燃
料（灯油、LPG）も順次都市
ガスに転換していく計画で
す。引き続きCO2削減に努
めていきます。

溶解炉燃料の都市ガス化
新日軽（株）船橋製造所

　新日軽（株）の高岡工場は同社の素材系の主力工場であ
り、エネルギーの使用量が大きい工場です。同工場は2006
年度にNEDO（新エネルギー・産業技術総合開発機構）の支
援を得て、溶解炉にリジェネバーナーを導入しました。この
リジェネバーナーは新鋭の３バーナー方式をとっており、２
バーナー燃焼１バーナー休止のサイクルを繰り返すもので
す。燃料のA重油は原油換算で約1,270kl/ 年の削減が見込
まれ、CO2排出量は約3,300ton/年減少します。
　この度の工事で新日軽の
溶解工場は、全てリジェネ
バーナーへ更新されました。

新日軽（株）北陸製造所・高岡工場

リジェネバーナー設置溶解炉

溶解炉にリジェネバーナー設置

燃料転換した溶解炉

　東洋アルミニウム（株）は、この度太陽電池電極用インキ「ア
ルソーラーTM」を開発しました。
　結晶系シリコン太陽電池の裏面電極に「アルソーラーTM」を塗
布・焼結することによって、さらに太陽電池の発電効率を上げ
ることができます。
　太陽光発電は、太陽の光を太陽電池によって直接発電する環
境にやさしいエネルギーです。発電時にはCO2や騒音、有害物質
などの発生がなく、今後の利用拡大がますます期待されています。
　これからも当社は環境にやさしい製品の開発を通して、社会
に貢献していきます。

太陽電池電極用インキ「アルソーラーTM」
東洋アルミニウム（株）

環境にやさしい製品開発の取り組み

環境保全に向けた取り組み

■ 「アルソーラーTM」使用太陽電池の構造 
太陽光

Ag電極反射防止膜

Ag電極

Si基板

n（p）

p（B）

p+（B,AI）:AIの拡散

アルソーラー焼結層
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地球環境にやさしい
素材アルミニウム
アルミニウムが発見されて約200年。鉄や銅に比べると新しい金属にも拘わらず、
私たちの暮らしに欠くことのできない存在となりました。
いまでは多くの分野でその特性が活かされ、環境保全へも貢献しています。



軽量性

「軽さ」による輸送分野の飛躍的発展

　アルミニウムの比重は、わずか2.7。鉄や銅に比べると、約3
分の1と大変軽い金属です。この特性を活かしてつくられる製
品は、自動車部品、鉄道車輌、トラックのボディーなど、特に輸
送分野で広く活躍。軽さによって輸送効率が上がり、低燃費化
にも貢献しています。また、各種機械の高速回転部品や摺動部
品の作動効率を高めるなどの効果ももたらします。

安全性 再生しやすさ 加工性・熱伝導性

自動車メーカー向けの合
金から足回り部品、鋳物・
鍛造品、熱交換器など、
日本軽金属のアルミ製品
が自動車の軽量化に貢献
しています。

アルミ大型押出材が鉄道車輌の軽量化に大きく貢献しています。車輌の構造材
として新幹線のぞみ号や地下鉄などの車輌に数多く採用されています。

アルミ箔は、クッキングホイルTM等の
台所用品、食品・医薬品等の包装材な
ど、生活の身近な場面で数多く用いら
れています。

アルミニウムは、容器材料として優れ
ており、家庭用ビール樽に用いられて
います。

アルミニウム製自動車部品

アルミニウム製鉄道車輌部材

バン・トラックボディー

水酸化アルミニウム製品

クロムフリー塗装アルミニウム板

アルミニウム箔製品 アルミニウム飲料容器

水酸化アルミニウムは、
プラスチックス用ノンハ
ロゲン難燃フィラーとし
て電線被覆材や各種電子
材料、建材等に使用され
ています。

車輌の中でも特に軽量化
効果が期待できるのがト
ラック部門です。「ウィ
ングトラック」や「アオ
リ」にはアルミ押出材や
アルミ板が幅広く使われ
ています。大型冷凍車の
例では約600kg の軽量化
を実現しています。

六価クロム化合物等の
有害物質を一切含まな
い、新開発の塗装法によ
るカラーアルミ板です。
美しさと塗装強度を損な
わずに環境性を付加させ
ることに成功した当製品
は既にバン・トラックボ
ディーの外板等に用いら
れています。

アルミニウム二次合金を用いたオートバイ・自動車部品

アルミ二次合金地金は、主に自動車やオートバイのエンジン部品等の原料として
使用されています。

アルミニウムの加工法の
中でも代表的なものに押
出加工があります。この
製法を用いることで中空
品や複雑な断面の製品で
も１回の工程で容易に成
形することが可能です。

各種アルミニウム押出品

熱伝導度が高く、なおかつ
自動車部品としての強度と
成形性を持つ合金として
「DX26合金」に加え、「DX19
合金」と「DX17合金」を開発
しました。
部品の小型軽量化に貢献
し、伝放熱プレートやヒート
シンクなどに使用されます。

高熱伝導ダイカスト合金　

環境対応型合金として開発
された「NK61」及び「NK21R」
は鉛を含まない切削加工用
合金です。従来品に変わら
ない切削性を有し、「NK61」
は自動車や電子材料の部品
として、「NK21R」は精密機
械、光学部品などの部品とし
て使われています。

環境対応快削合金「NK61」 「NK21R」
飲料用アルミ缶のリサイク
ル率は年々増加し、2006年
度のリサイクル率は90.9％
（アルミ缶リサイクル協会
調べ）となっています。回
収されたアルミ缶は溶解さ
れ、成分調整された後、原
料として再び新しい製品に
使用されます。

飲料用アルミニウム缶のリサイクル

これまでもグラビア印刷の分野においてアル
ミは活躍してきましたが、従来鉄製しかなかっ
た長尺・大型サイズ (最大周長1,250mm×
最大面長1,500mm) のグラビア印刷用シリン
ダーについても、国内で初めてアルミ化を実
現しました。

　グラビア印刷用アルミシリンダー

自然にも人体にもやさしいアルミニウム

　無害・無臭で衛生面からも注目されているアルミニウム。重
金属のように人体を害したり、土壌をいためたりすることはあ
りません。この特性を活かし、食品や医薬品の包装、医療機器
や家庭用器物などに多く使われ、私たちの日常生活に幅広く
取り入れられています。

再生のしやすさから、リサイクル運動の意識拡大へ

　アルミニウムは融点の低さや酸化されにくさから、製品とし
ての使用後も、溶かして簡単に再生することができます。こう
した再生のしやすさから、飲料缶などの空き缶を回収し、再資
源化するリサイクル運動が全国各地で行われています。省資
源・省エネルギーを果たすとともに、地球環境保護の推進に
おいて大きな役割を担っています。

柔軟な加工性と、優れた熱伝導率

　加工がしやすく、紙のように薄い箔から複雑な形状の押出
形材まで、さまざまな形に成形することができるアルミニウム。
製品にさらなる成形加工や精密加工を施したりすることも比
較的容易です。また、鉄の約3倍という高い熱伝導率性能を兼
ね備えているため、冷暖房装置、エンジン部品などに利用され、
省エネルギーにも貢献しています。

銅メッキされたグラビア印刷用
アルミシリンダー

NK21R 切粉写真

NK61
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アルミニウムの特性を
活かした製品づくり
環境にやさしい製品を目指して

軽量性、安全性、加工性…。多くの特性をもつアルミニウムは、さまざまな用途に使われ、
私たちの生活を豊かにしてくれます。環境への配慮やリサイクル性に優れた製品の開発が
私たちの重要なテーマとなっているいま、日本軽金属グループは、アルミニウムの特性をフルに活かし、
地球にやさしい製品・技術の研究・開発を推進しています。



日本軽金属（株）グループ技術センター4

日本軽金属（株） 苫小牧製造所1

日本軽金属（株） 船橋工場2

日本軽金属（株） 蒲原製造所3

各種アルミニウム加工製品 アルミニウム鋳物 業務用冷凍冷蔵庫用パネル

日本軽金属（株） 幸田工場6

日本軽金属（株） 名古屋工場7

日本軽金属（株） 三重工場8

日軽パネルシステム（株）下関工場13

新日軽（株） 苫小牧工場14

新日軽（株） 藤岡工場15新日軽（株） 北陸製造所小矢部工場19

新日軽（株） 北陸製造所立野工場18

新日軽（株） 北陸製造所高岡工場17

新日軽（株） 船橋製造所16

日軽産業（株）本社（工事本部・商事本部）35

日軽産業（株）心線本部蒲原工場34

松尾工業（株）33

理研軽金属工業（株）32

日軽物流（株）27

フルハーフ岡山（株）26

日本フルハーフ（株）25

東洋アルミニウム（株） 新庄製造所24

日軽形材（株）31 東洋アルミニウム（株） 八尾製造所23

日本電極（株）30 東洋アルミニウム（株） 日野工場22

アルミニウム線材（株）29

アルミニウム荒引線

東洋アルミニウム（株） 群馬製造所21

（株） エヌ・エル・エム・エカル28

アルミ製
プラントパッケージ

新日軽（株）八日市工場20

日軽新潟（株）（日軽金アクト（株）新潟工場）9

（株）エヌティーシー（日軽金アクト（株）大阪工場）11

日軽パネルシステム（株）滋賀工場12

住宅建材

医薬品・食品用包材

カーボン製品 アルミパウダー

アルミニウム押出形材 プレーン・加工箔

アルミニウム建材製品 アルミペースト
アルミニウム押出形材
カーテンウォール

各種アルミニウム鋳造・鍛造製品 ウイングルーフ アルミニウム押出形材

アルミ線及び溶接線 バントラック 住宅建材

設計施工 物　流 ビル建材

溶接加工製品

ろう付ハニカムパネル

業務用冷凍冷蔵庫用パネル

クリーンルーム用パネル

パネル製品

住宅用断熱建材

エクステリア商品 研究・開発

アルミニウム二次合金地金

アルミニウム板製品

アルミニウム合金地金

FSW製品 ビール用アルミ樽

鉄道車輌部材 自動車部品

各種アルミ加工製品 各種アルミ構造物

水力発電 コンデンサー用電極箔 鍛造製品

高純度アルミニウム 熱交換器 各種ケミカル製品

日本軽金属（株） 清水工場5

水酸化アルミニウム

アルミナ

日軽蒲原（株）（日軽金アクト（株）蒲原工場）10

アルミニウム押出品

自動車部品
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各サイトと
主な生産品目
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「ばら観賞会」
日本フルハーフ（株）

　日本フルハーフ（株）恒例の「ばら観賞会」が5月20日（日）に
当社厚木工場にて開催されました。「ばら観賞会」は1988年
の会社設立25周年を機に地域住民の方々とのコミュニケー
ションを図るべく始められ、今年で20回目を迎えました。
　当日は好天に恵まれ、約2万人の方々に300種類800本の
花姿と優雅な香りを楽しんでいただきました。
　フルハーフのばらは、専属の社員が手入れをし、観賞会もす
べて社員手作りのイベントです。また、フルハーフ製品の展示
や会社概要・環境活動の紹介も行い、会社への理解を深めて
もらうことができました。ご来場のみなさまの喜んでいただく
姿に、社員一同誇りと感謝の気持ちでいっぱいです。これから
も地域社会への貢献
と、豊かな自然環境
の推進に努めます。

「共生の森」づくりへの参加
（株）エヌティーシー

　（株）エヌティーシーは、2007年2月18日（日）に「共生の森」
づくりの取り組みの一つである植栽作業活動に初めて参加し
ました。
　｢共生の森｣づくりとは、大阪府主催によるベイエリアの産
業廃棄物処分場跡地（堺第7−3区 約100ha）に森林空間など
の自然空間を創出再生する取り組みです。2004年から植栽
作業、資金提供、資材提供、苗木提供等様々な具体的取り組
みが行われています。（株）エヌティーシーは2006年度から
植栽作業、資金提供への協力を始めました。
　当日は、当社従業員・その家族をはじめ、大阪府港湾地区
の企業、一般参加者、及び行政関係者など約250人が集まっ
て、肥料を撒き、苗木を植え、防草シートを張る作業を行いま
した。大勢の参加者の協力のもと、植栽作業はすぐに終わっ
てしまいましたが、地球環境保護に貢献したという満足感が
得られました。
　当社は、今後もこれらの社会貢献活動を通して、環境保全
に対する意識を高めていきます。

「早咲きさくらの里」植樹祭の開催
日本軽金属（株）蒲原製造所・グループ技術センター

　当社とNPO法人「蒲原さくらの会（日本さくらの会所属）」は、
2007年2月24日（土）に「早咲きさくらの里」植樹祭を開催しま
した。今回は、小嶋善吉静岡市長、望月義夫国土交通副大臣、
大村清水区長をはじめ多くの関係者、地域住民の方々及び当
社関係者の参加のもと、当社グループ技術センターの敷地に
蒲原地区の静岡市合併記念として約50本（14品種）の桜を植
樹しました。その中には、秋に開花する珍しい「ヒマラヤ桜」3
本が含まれています。
　桜色で綺麗に飾りましょうとのお誘いに当社も賛同して始
めた活動も早いもので2年が経ちました。既に新蒲原駅の近く
の当社敷地内には約80本もの桜が植えられて元気に育ってい
ます。
　富士山を背に駿河湾を望
むすばらしいロケーションの
この場所が花見の新名所に
なることを期待して、これか
らも活動を進めていきます。

環境保全室設置

アルミ缶回収運動開始

『環境基本方針』『行動指針』策定

『環境委員会』設置

「日軽グループの経営方針」に『環境保全』を表記

環境担当役員を任命

『経団連環境自主行動計画』に参加

ISO14001導入活動開始

（株）エヌ・エル・エム・エカル富士工場が ISO14001認証取得

日本軽金属（株）幸田工場、三重工場、名古屋工場が ISO14001認証取得

新日軽（株）北陸製造所（素材高岡工場）が ISO14001認証取得

東洋アルミニウム（株）群馬工場、八尾製造所が ISO14001認証取得

日本軽金属（株）船橋工場が ISO14001認証取得

新日軽（株）船橋製造所が ISO14001認証取得

日本フルハーフ（株）本社・厚木工場が ISO14001認証取得

日本軽金属（株）苫小牧製造所、清水工場、蒲原製造所、

グループ技術センターが ISO14001認証取得

日軽蒲原（株）（日軽金アクト（株）蒲原工場）が ISO14001認証取得

日軽パネルシステム（株）滋賀工場が ISO14001認証取得

（株）エヌティーシー（日軽金アクト（株）大阪工場）が ISO14001認証取得

東洋アルミニウム（株）新庄製造所が ISO14001認証取得

（株）エヌ・エル・エム・エカル 蒲原工場が ISO14001認証取得
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1999�

2000�

2001

2002

2003

日軽新潟（株）（日軽金アクト（株）新潟工場）が ISO14001認証取得

新日軽（株）北陸製造所（小矢部工場、立野工場）が ISO14001認証取得

東洋アルミニウム（株）日野工場が ISO14001認証取得

フルハーフ岡山（株）が ISO14001認証取得

アルミニウム線材（株）が ISO14001認証取得

日本電極（株）が ISO14001認証取得

日軽蒲原（株）印刷ロール工場（日軽金アクト（株）蒲原工場）が

ISO14001認証取得

日軽形材（株）が ISO14001認証取得

日軽パネルシステム（株）下関工場が ISO14001認証取得

理研軽金属工業（株）が ISO14001認証取得

松尾工業（株）が ISO14001認証取得

日軽産業（株）心線本部蒲原工場が ISO14001認証取得

日軽産業（株）工事本部・商事本部が ISO14001認証取得

東海アルミ箔（株）が ISO14001認証取得※

※印は本報告書の報告対象外の事業所です。
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会社概要

日本軽金属株式会社（略称：日軽金）

Nippon Light Metal Company,Ltd.（略称：NLM）

東京都品川区東品川二丁目2番20号

1939年3月30日

■商　　号

■英文商号

■本店所在地

■設　　立

390億8,465万円（2007年7月末現在）

2,412億円（2006年度）単独

6,182億円（2006年度）連結

1,895名（2007年3月末）単独

13,493名（2007年3月末）連結

■資本金

■売上高

■従業員数

建材製品

加工製品、関連事業

アルミナ・化成品、地金

板、押出製品
1,731 億円

1,107 億円

789 億円6,182
億円

2,555 億円

子供も一緒にがんばりました 植樹作業 望月副大臣と当社役員による植樹 桜を植えました

植樹祭の式典から

日本軽金属（株）設立

蒲原工場アルミニウム生産開始

清水工場アルミナ生産開始

終戦によりアルミニウム生産中止

ボーキサイト輸入再開により清水工場・蒲原工場で生産再開

東京証券取引所等に株式上場

アルミニウム・リミテッド

（現アルキャン・インク）と資本・技術提携

（株）日本軽金属総合研究所

（現グループ技術センター）設立

日軽アルミ（株）を合併

日軽圧延（株）を合併

新日軽（株）を設立
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1984

ニッカル押出（株）の押出材生産部門を統合

日軽化工（株）を合併

大信軽金属（株）を合併

東洋アルミニウム（株）を合併

パネルシステム事業部を日軽パネルシステム（株）として分社

押出・軽圧加工事業部（容器部門除く）を日軽金アクト（株）として分社

東洋アルミ事業部を東洋アルミニウム（株）に統合

アルキャン・ニッケイ・サイアム

（現ニッケイ・サイアム・アルミニウム）を連結子会社化

東海アルミ箔（株）を連結子会社化

鋳物・ダイカスト用合金事業を三菱商事（株）の子会社（株）エム・シー・アルミと

統合し、日軽エムシーアルミ（株）を発足、連結子会社化

1985
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2007

沿　革

環境活動のあゆみ

薮波川 ほたるの里
新日軽（株）北陸製造所・小矢部工場

　新日軽（株）北陸製造所・小矢部工場の東側を工場に沿って流
れる薮波川は、「ほたるの里」として有名です。6月になるとかなり
の数のほたるが見られることから、近隣の市町村や県外からも多
くの人がほたる見物に訪れるようになりました。
　一昨年から小矢部市議会委員より当社小矢部工場の工場の照
明時間の調整の要請を受け、同工場は積極的に協力しています。
　昨年はテレビで「ほたるの里」が紹介され、また今年には「薮波
川 ほたるの里」の看板が設置
されており、ますます多くの家
族連れに親しまれる「ほたるの
里」になっています。
　今ではあまり見られなく
なった“ほたる”をこれから先
も見続けるためにも、新日軽北
陸製造所は環境スローガン「め
ざせ地球にやさしい社会を」を
掲げ、環境保全に努めていき
ます。

300種類800本のばらが咲き揃いました

「薮波川 ほたるの里」看板

薮波川

22 23

社会貢献活動
日本軽金属グループでは、人々のより良い生活を実現するために、
地域社会との交流に努めています。
今後も地域とのコミュニケーションを推進しながら、豊かな社会づくりを目指します。





日本軽金属「2007 環境報告書」アンケート

下記の質問事項にご回答のうえ、FAXをご送信ください。

ご協力ありがとうございました。

みなさまのご意見・ご感想をお聞かせください

■本報告書をどのような立場で読まれていますか？

□株主・投資家　□弊社取引先　□政府・行政関係　□環境 NGO・NPO　□環境専門家
□企業の環境担当　□学生　 □弊社従業員・家族　□報道関係　□その他（　　　　　　　　　）

■ご意見ありがとうございました。お差し支えなければ下記にもご記入ください。

お名前：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　	 男・女 　　　　　ご年齢　　　　　　　　　	歳

ご住所：〒

ご職業・ご勤務先：	 部署・役職名：

TEL：	 FAX：

E-mail：

−

■本報告書についてどのようにお感じになりましたか？

□わかりやすい　□普通　□わかりにくい

■日本軽金属の環境保全活動をどのようにお感じになりましたか？

□評価できる　□普通　□評価できない

どのような理由からですか、ご意見をお書きください。どのような理由からですか、ご意見をお書きください。

■日本軽金属の環境保全への取り組みに関して、ご要望があればお書きください。

個人情報に関しましては、適切な管理を行い第三者への開示・提供は致しません。
お寄せいただいたご意見・ご感想は次回の報告書に記載させていただくことがございます。

FAX：03-5461-9198日本軽金属株式会社　環境保全室
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